
施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等

ア 介護保険制度の着実な実施

①介護保険制度の着実な実施 ①介護保険制度の着実な実施

・介護サービス利用者数の推移

12年4月 13年4月 14年4月 15年4月 16年2月

居宅サービス ９７万人 １４２万人 １７２万人 ２０１万人 ２２４万人

施設サービス ５２万人 ６５万人 ６９万人 ７２万人 ７５万人

計 １４９万人 ２０７万人 ２４１万人 ２７４万人 ２９８万人

・介護保険の総費用及び給付費の推移

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

総費用 ３．６兆円 ４．６兆円 ５．２兆円 ５．７兆円 ６．１兆円

給付費 ３．２兆円 ４．１兆円 ４．７兆円 ５．１兆円 ５．５兆円

※12年度は11ヶ月分

※12年度から14年度は実績、15年度は補正後予算額、16年度は予算額
イ 高齢者保健福祉施策の推進

①介護サービス基盤の整備 ①介護サービス基盤の整備

・かんぽ健康電話相談サービスの実施（総務省（郵政事業庁））

　簡易保険加入者を対象に、健康や介護に関する悩み・相談に対しアドバイスを行う
  電話サービスを行っている。

　（相談件数）

　１２年度　約３７，０００件

　１３年度　約３６，０００件

　１４年度　約２８，０００件

・医療・介護関連情報の提供サービスの実施（総務省（郵政事業庁））

　簡易保険加入者を対象に、医療・介護・福祉施設等について希望する地域の施設名等の情報を、

　全国の普通郵便局の窓口において提供している。

　(利用件数）

　平成１２年度　約３，０００件

　平成１３年度　約２，０００件

　平成１４年度　約１，０００件

（１）高齢者が安
心して暮らせる介
護体制の構築 　老後の最大の不安要因である介

護問題にこたえるため、高齢者が
介護を要する状態になっても自立
した生活を送ることができるよ
う、高齢者の介護を社会全体で支
える仕組みとして創設された介護
保険制度について、着実な実施を
図る。

　「ゴールドプラン21」に基づ
き、要介護高齢者の需要に応じた
良質な介護サービス基盤の計画的
な整備を進める。
　特に、高齢者が介護を必要とす
る状態となっても、できる限り住
み慣れた家庭や地域で生活が送れ
るよう、在宅サービスを重視し、
在宅サービスにおける多様な事業
主体の参入促進や、特別養護老人
ホーム、介護老人保健施設、痴呆
性高齢者グループホームなどの介
護関連施設の計画的な整備などを
推進する。
  また、介護サービスの質の確保
のため、人材研修を推進するとと
もに、寝かせきりの防止、リハビ
リテーションの充実など施設にお
ける処遇の改善を図る。
　さらに、生活支援を必要とする
高齢者が居住できるケアハウスや
高齢者生活福祉センターの整備を
推進する。

・介護保険制度については、施行後４年半が経過したが、利用も大きく進んでおり、着実に実施（厚生労働省）

施策の実施状況及び関連統計等

６　高齢者等が安心して暮らせる条件の整備

1/14



施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

・サービスの進捗状況（厚生労働省）

12年度
実    績

13年度
実　　績

14年度
実　　績

15年度
実　　績

ゴールドプラン21
（16年度）

介護サービス提供見込量

訪問介護
－
(※1)

103百万回 145百万回 171百万回 225百万時間

訪問看護
－
(※1)

12百万回 14百万回 15百万回 44百万時間

－
(※1)

75百万回 91百万回 106百万回 105百万回

－
(※1)

1,888千週 3,018千週 3,468千週 4,785千週

介護老人福祉施設 360,000人分

（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設 233,536人分 244,627人分 254,918人分
－
(※2)

297,000人分

痴呆対応型共同生活介護 675か所 2,210か所 3,665か所 3,200か所

（痴呆性老人グループホーム）

介護利用型軽費老人ホーム 48,257人分 59,209人分
－
(※2)

105,000人分

（ケアハウス）

生活支援ハウス
－
(※1)

－
(※1)

410か所
－
(※2)

1,800か所

（高齢者生活福祉センター）

（注）○実績

※１　実績として、計上できる統計情報がないため、空欄とした

※２　１５年度実績については、公表されている統計情報がないため、空欄とした

・介護支援専門員に係る人材養成（厚生労働省）

ア. 介護支援専門員実務研修事業について（10年度～）

（参考）各年度受講者数

13年度 ３２，７４０人

14年度 ２９，１５３人

15年度 ３４，６３４人

合計 ２９９，９０３人

53,665人分

・「介護利用型軽費老人ホーム（ケアハウス）」及び「生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）」は、「福祉行政報
告例」によるもの。

・「訪問介護」、「訪問看護」、「通所介護／通所リハビリテーション」及び「短期入所生活介護／短期入所療養介護」
は、「介護給付費実態調査」によるもの。

・「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）」、「介護老人保健施設」及び「痴呆対応型共同生活介護（痴呆性老人グ
ループホーム）」は、「介護サービス施設・事業所　調査」によるもの。

在
宅
系
サ
ー

ビ
ス

通所介護／通所リハビリテー
ション
短期入所生活介護／短期入所
療養介護

施
設
系

サ
ー

ビ
ス

－
(※2)

　　介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するため、制度の要である介護支援専門員に対して各種の
　　研修事業を実施

目的：１，居宅サービス計画及び施設サービス計画に関する専門的知識及び技術、２，要介護認
　　　定及び要支援認定に関する専門的知識及び技術等の必要な知識、技能を有する介護支援
　　　専門員の養成を図る。
　　　この研修を修了した者が介護支援専門員として登録され、業務に就く。
実施主体：都道府県又は都道府県知事の指定した法人
対象者：介護支援専門員実務研修受講試験の合格者

298,912人分 314,192人分 330,916人分

生
活
支
援
系
サ
ー

ビ
ス

1,273か所
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

イ. 介護支援専門員現任研修事業について（12年度～）

 （参考）各年度受講者数

13年度 72,777人

14年度 95,806人

15年度 70,060人

・訪問介護員に係る人材養成（厚生労働省）

ア. 訪問介護員資質向上等推進事業について（（４）は12年度～、それ以外は14年度～）

内容：  （１）訪問介護適正実施研修事業
　　　　　　サービス提供責任者を対象とし、適切な訪問介護計画作成等の技術向上のための
　　　　　　指導方法等について研修を行う。
　　　　（２）テーマ別技術向上研修事業
　　　　　　現任の2級ヘルパー等を対象とし、日々の業務において直面する個別の問題に対
　　　　　　応したテーマ別の研修を行う。
　　　　（３）訪問介護計画作成・展開研修事業
　　　　　　質の高いサービス提供責任者を養成する観点から、現任の2級ヘルパーを対象とし、
　　　　　　最適な訪問介護計画の作成・展開技術を修得するための研修を行う。
　　　　（４）離島等における訪問介護員養成事業
　　　　　　訪問介護員の供給が困難な離島、山間、へき地等への就業予定者を対象とした
　　　　　　研修を行う。
　　　　（５）訪問介護員資質向上事業
　　　　　　３級課程修了者であって、現に訪問介護員として活動している者を対象に、2級
　　　　　　へのステップアップ研修の促進を図る。
実施主体：都道府県

訪問介護員は介護保険における居宅サービスを提供する要であり、質の向上のための各種研修事業を実施している。

目的：現任の訪問介護員（ホームヘルパー）を対象とし、より現場で必要とされる内容への充
　　　実を図るため、テーマ別技術向上研修事業について、研修カリキュラムの追加を行い、
　　　また、離島や山間へき地における訪問介護員養成事業による人材確保事業等を引き
　　　続き実施し、地域の実情に応じた訪問介護員の資質向上及び適正な人材確保を図る。

研修内容：・「介護保険制度の理念と介護支援専門員」
　　　　　・「介護支援サービス（ケアマネジメント）の基本」
　　　　　・「要介護認定等の基礎」
　　　　　・「介護支援サービス（ケアマネジメント）の基礎技術」（①受付・相談と契約、
　　　　　　②課題分析（アセスメント、ニーズの把握）の方法、③ケアプランの作成、
　　　　　　④実習、⑤アセスメント、ケアプラン等の作成演習、⑥モニタリングの方法、
　　　　　　⑦相談面接技術の理解、⑧チームアプローチ演習）
　　　　　・「意見交換・講評」
研修時間：３５時間以上

研修内容：・「サービスの活用と連携」（①訪問介護・訪問介護入浴、②訪問看護・訪問リハ
            ビリテーション、③居宅療養管理指導及び主治医との連携、④通所介護・通所リ
           ハビリテーション、⑤短期入所・介護保険施設、⑥痴呆対応型共同生活介護・特
           定施設入所者生活介護、⑦福祉用具・住宅改修）
　　　　  ・「保健医療福祉の基礎理解」等
研修時間：基礎研修Ⅰ　33時間
基礎研修Ⅱ　15時間
専門研修　　18時間

目的：介護保険制度運営の要である介護支援専門員に対して、実務研修終了後においても、定
　　　期的に現任研修を行い、もって介護支援専門員の資質向上を図る。
実施主体：都道府県又は都道府県知事の指定した法人
対象者：現に介護支援専門員としての実務に携わっている者
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

②介護予防・生活支援のための取組

 ・介護予防・地域支え合い事業の実施状況（市町村数）・主なもの（厚生労働省）

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

介護予防教室

・転倒骨折予防教室 534 1,285 1,561 1,968

・アクティビティ・痴呆介護 484 690 771 1,112

・ＩＡＤＬ訓練事業 182 499 555 590
・その
他

－ 0 91 138

－ － － 175

2,220 2,393 2,485 2,450

外出支援サービス 1,468 1,715 1,876 2,023

③利用者保護と信頼できる介護サービスの育成

・「介護関連事業の健全な振興」（厚生労働省）

・「福祉用具の開発・普及」（厚生労働省）

１　福祉用具・住宅改修研修事業（12年度～）

　　年　　度 12年度 13年度 14年度 15年度

　　予算額 319,780 427,396 228,724 127,380

２　福祉用具・住宅改修活用広域支援事業（14年度～）

　　年　　度 14年度 15年度

　　予算額 57,928 69,748

３　福祉用具・住宅改修地域利用促進事業（14年度～）

　　年　　度 14年度 15年度

　　予算額 236,316 233,637

※１６年度より介護予防・地域支え合い事業のメニュー事業として計上（１６年度予算４００億円）

ウ 介護に係る人材の確保

ア

（ア）教育時間数の増加 1,500時間→1,650時間

（イ）教育内容の充実

　・介護保険制度及びケアマネジメントに関する内容の追加

　・保健医療分野の専門職との連携に必要な医学知識の強化

予算額の推移（千円）

中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」（10年6月）を踏まえ、社
会福祉士及び介護福祉士養成施設における教育課程の見直しを実施

予算額の推移（千円）

養成施設の教育課程の見直し（12年度～）

予算額の推移（千円）

　「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（11年厚生省令第37号）など指定要件の基準等の改
正（15年4月施行）

③利用者保護と信頼できる介護
サービスの育成

①高齢者介護マンパワーの養
成・確保対策の推進

　利用者が介護サービスを適正に
選択し、利用できるような環境づ
くりを進めるため、介護サービス
に関する情報整備や質の評価の普
及、適正な契約指導などの利用者
保護施策に取り組む。
　また、介護サービスの質的な向
上と効率化を目指す観点から、介
護関連事業の健全な振興ととも
に、福祉用具の開発・普及を進め
る。

　介護予防・生活支援施策の充実
を図るため、要介護状態となるこ
とを予防し、地域活動に積極的に
参加する環境を作り出すという観
点から、全国の市町村において介
護予防教室の開催、生活習慣病予
防のための運動指導等を行う生活
習慣改善事業、高齢者の引きこも
り予防のための生きがい活動支援
通所事業などが地域の実情に応じ
て実施されるよう支援する。
　また、可能な限り在宅での生活
を支援する観点から、配食サービ
ス、外出支援サービスなどの生活
支援事業の実施を推進する。

　高齢者介護サービスを担う社会
福祉施設職員、看護職員、訪問介
護員、介護支援専門員及び介護福
祉士等の人材を養成・確保するた
め、養成施設の整備、資質向上の
ための研修体制の確保、職場環境
の整備など総合的な人材確保施策
を推進する。
　また、介護ニーズの多様化・高
度化に対応した 訪問介護員等の

②介護予防・生活支援のための
取組

高齢者筋力向上トレーニン
グ事業

①高齢者介護マンパワーの養成・確保対策の推進

・社会福祉士及び介護福祉士に係る人材養成（厚生労働省）

社会福祉士及び介護福祉士の養成・確保、質的向上のための総合的な対策を推進

食の自立支援事業（配食
サービス）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

　・人権尊重、自立支援等の社会福祉の理念、コミュニケーションに関する内容の強化

　・居宅介護実習の必修化

イ 国家試験の改善（13年度～）

（ア）筆記試験の充実（介護福祉士試験）

　・出題数の増加（100問→120問）

　・事例問題の導入

　・総試験時間数の増加（170分→210分）

（イ）実技試験の採点基準等の見直し（介護福祉士試験）

（ウ）筆記試験の免除制度の廃止（介護福祉士試験）

（エ）合格基準・出題基準の策定、公表（社会福祉士試験、介護福祉士試験）

ウ 養成施設の教員に対する研修の強化（15年度～）

エ 介護福祉士等修学資金貸付事業の実施（5年度～）

（参考１）社会福祉士及び介護福祉士の合格者数の推移

12年度（第13回試験） 6,074名合格 26,862名合格

13年度（第14回試験） 8,343名合格 24,845名合格

14年度（第15回試験） 10,501名合格 32,319名合格

15年度（第16回試験） 10,733名合格 39,938名合格

（参考２）社会福祉士及び介護福祉士の登録者数の推移

12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度※

社会福祉士 24,189人 30,174人 38,405人 48,736人 58,728人
介護福祉士 223,169人 273,805人 317,117人 368,716人 408,745人
 ※　16年度については、7月末現在

（参考３）社会福祉士及び介護福祉士養成施設（課程数）の推移

12年度末 13年度末 14年度末 15年度 16年度

社会福祉士養成施設 28 37 45 48 53
介護福祉士養成施設 390 409 447 459 465

・介護支援専門員に係る人材養成（厚生労働省）

ア. 介護支援専門員実務研修事業について（10年度～）

（参考）各年度受講者数 （人）

13年度 32,560

14年度 29,505

15年度 34,634

合計 299,903

介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するため、制度の要である介護支援専門員に対して各種の研修事業を実施してい
る。

介護教員の資質の向上等を図る観点から、介護福祉士養成施設において介護に係る科目を教授する専任教員について、厚
生労働大臣が定める基準を満たす講習会（300時間）の受講の義務づけ（20年3月31日までに修了）

社会福祉士国
家試験年　　　度

介護福祉士国
家試験

目的：１，居宅サービス計画及び施設サービス計画に関する専門的知識及び技術、２，要介護認定
　　及び要支援認定に関する専門的知識及び技術等の必要な知識、技能を有する介護支援専門員
　　の養成を図る。この研修を修了した者が介護支援専門員として登録され、業務に就く。
実施主体：都道府県又は都道府県知事の指定した法人
対象者：介護支援専門員実務研修受講試験の合格者

度化に対応した、訪問介護員等の
介護、労働者育成に係る公共職業
能力開発施設等における職業訓練
を推進するとともに、福祉重点ハ
ローワークを中核として介護マン
パワーの就職を重点的に促進す
る。

5/14



施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

研修内容：

・「介護保険制度の理念と介護支援専門員」

・「介護支援サービス（ケアマネジメント）の基本」

・「要介護認定等の基礎」

・「意見交換・講評」

研修時間：35時間以上
イ. 介護支援専門員現任研修事業について（12年度～）

実施主体：都道府県又は都道府県知事の指定した法人

対象者：現に介護支援専門員としての実務に携わっている者

 （参考）各年度受講者数

13年度 72,777

14年度 95,806

15年度 70,060

・訪問介護員に係る人材養成（厚生労働省）

ア. 訪問介護員資質向上等推進事業について　　（（４）は12年度～、それ以外は14年度～）

実施主体：都道府県

内容：
（１）訪問介護適正実施研修事業
　　サービス提供責任者を対象とし、適切な訪問介護計画作成等の技術向上のための指導方法等
　　について研修を行う。
（２）テーマ別技術向上研修事業
　　現任の２級ヘルパー等を対象とし、日々の業務において直面する個別の問題に対応したテー
　　マ別の研修を行う。
（３）訪問介護計画作成・展開研修事業
　　質の高いサービス提供責任者を養成する観点から、現任の２級ヘルパーを対象とし、最適な
　　訪問介護計画の作成・展開技術を修得するための研修を行う。
（４）離島等における訪問介護員養成事業
　　訪問介護員の供給が困難な離島、山間、へき地等への就業予定者を対象とした研修を行う。
（５）訪問介護員資質向上事業
　　３級課程修了者であって、現に訪問介護員として活動している者を対象に、２級へのステッ
　　プアップ研修の促進を図る。

研修内容：
　　・「サービスの活用と連携」（①訪問介護・訪問介護入浴、②訪問看護・訪問リハビリテーション、
      ③居宅療養管理指導及び主治医との連携、④通所介護・通所リハビリテーション、
　　　⑤短期入所・介護保険施設、⑥痴呆対応型共同生活介護・特定施設入所者生活介護、
　　　⑦福祉用具・住宅改修）
　　・「保健医療福祉の基礎理解」等
研修時間：基礎研修Ⅰ　33時間
基礎研修Ⅱ　15時間
専門研修　　18時間

・「ケアマネジメントの技術」（①受付・相談と契約、②課題分析（アセスメント、ニーズの把握）の方法、③ケアプラ
ンの作成、④実習、⑤アセスメント、ケアプラン等の作成演習、⑥モニタリングの方法、⑦相談面接技術の理解、⑧チー
ムアプローチ演習）

訪問介護員は介護保険における居宅サービスを提供する要であり、質の向上のための各種研修事業を実施している。

目的：現任の訪問介護員（ホームヘルパー）を対象とし、より現場で必要とされる内容への充実
　　　を図るため、テーマ別技術向上研修事業について、研修カリキュラムの追加を行い、ま
　　　た、離島や山間へき地における訪問介護員養成事業による人材確保事業等を引き続き実
　　　施し、地域の実情に応じた訪問介護員の資質向上及び適正な人材確保を図る。

目的：介護保険制度運営の要である介護支援専門員に対して、実務研修終了後においても、定期的に現任研修を行い、
もって介護支援専門員の資質向上を図る。
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

（財）介護労働安定センターにおけるホームヘルパー２級課程講習の実施状況(実績)

12年度 13年度 14年度 15年度

受講者数 15,820人 16,065人 16,434人 15,853人

修了者数 15,616人 15,854人 16,256人 15,705人

12年度 13年度 14年度 15年度

受講者数 19千人 16千人 14千人 16千人

福祉重点ﾊﾛｰﾜｰｸ指定数　　47ヵ所

②介護分野における良好な雇用機会の創出の促進

・福祉人材確保推進事業（厚生労働省）

１　実施主体　　都道府県（都道府県社協に委託）

２　事業内容

（参考）福祉人材センターを通じた求人・求職状況（１５年度実績）

新規求人数 ８０，０１１人

新規求職者数 ３９９，４８８人

求人・求職相談件数 ７２８，７９１件

・介護福祉士等修学資金貸付事業（厚生労働省　5年度～）

・（財）介護労働安定センターにおいて、ホームヘルパーを養成するための講習を実施（厚生労働省）

介護福祉士又は社会福祉士の資格の取得を目指す学生に対し修学資金を貸付け、もってこれらの者の修学を容易にするこ
とにより、質の高い介護福祉士及び社会福祉士を養成・確保することを目的とする。

・訓練コースが介護福祉サービス科等の介護系の求職者を対象とした離職者訓練を実施（厚生労働省）

・福祉人材にかかる職業相談・職業紹介等の就職支援を重点的に実施するため、福祉重点ハローワークを指定（厚生労働省）

②介護分野における良好な雇用
機会の創出の促進

　介護分野の良好な雇用機会の創
出と労働力確保を図るため、雇用
管理改善を支援する。

（１）従事者の早期募集や計画的採用等採用活動の合理化、多様化を促進すること
（２）需給逼迫職種の採用活動を支援すること
（３）従事者の資質の向上のため､生涯にわたる研修体系を確立し､研修内容の充実強化を図ること
（４）社会福祉事業にふさわしい適正な給与体系や職階制の確立を支援すること
（５）法人間の人事交流を促進すること
（６）従事者の福利厚生を充実すること
（７）近隣の都道府県人材センターと連携を図り、広域的な福祉人材確保対策を推進すること
（８）中高年離職者に対する福祉職場への就労や起業の支援をすること
（９）介護教員養成講習会及び労働者派遣事業
（10）その他人材確保事業として地域の実情を踏まえた、独創的、先駆的な事業

「高齢者保健福祉推進十か年戦略」の着実な推進等を図るため、３年度より３年計画で都道府県福祉人材情報センターと
してその整備を進めてきたが、いわゆる福祉人材確保法において、社会福祉事業法上、新たに福祉人材センターとして法
定化
５年度において、全都道府県への設置を完了、同年１０月に中央福祉人材センターの設置を実施

（事業の概要）
・都道府県福祉人材センター運営事業（5年度～）
社会福祉事業従事者及び社会福祉事業に従事しようとする者の就業の援助、研修の企画及び実施、社会福祉事業経営者に
対する相談等を行うことにより、豊かな人間性を備えた資質の高い福祉人材の確保を目的とする。
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

支給額 件数等 支給額 件数等 支給額 件数等

介護人材確保助成金 4,626,525千円 7,241人 8,291,538千円 7,205人 8,529,756千円 8,217人
介護雇用管理助成金 21,746千円 98件 176,345千円 371件 147,659千円 333件

介護能力開発給付金 14,699千円 87件 49,409千円 217件 28,177千円 140件

介護環境整備奨励金 11,625千円 10件 102,375千円 47件 90,375千円 36件

①公的年金制度の安定的な運営 ①公的年金制度の安定的な運営

　ｂ．年金の給付水準について、少なくとも現役世代の平均的収入の５０％の水準を維持する

　ｃ．課題であった基礎年金の国庫負担割合の２分の１への引上げについても、引上げの道筋を明確に

　　　示すこと

②企業年金等の充実 ②企業年金等の充実

・確定給付企業年金法施行（厚生労働省　14年4月）
16年8月1日現在　656件

③自助努力による資産形成等の促進

・自助努力による資産形成等の促進（総務省（郵政事業庁））

○介護貯金の利用状況

12年度 13年度 14年度

預入件数（万件） 1,430 2,894 2,293

預入金額（億円） 21.9 48.0 34.5

○財形年金定額貯金の利用状況

12年度 13年度 14年度

預入件数（件） 1,165 1,087 1,010

預入金額（万円） 5,381 4,860 3,865

※　表中の数値は新規預入分

・介護貯金、財形年金定額貯金等の提供を通じて、自助努力による高齢期の生活の安定を支援。

・社会保障審議会年金部会に
おいて、「年金制度改正に関
する意見」を取りまとめ(厚生
労働省　15年9月）

・男女共同参画会議影響調査
専門調査会の「ライフスタイ
ルの選択と税制・社会保障制
度・雇用システムに関する報
告」において、ライフスタイ
ル選択の中立性の観点から個
人単位化を進めること等を提
言（14年12月）

　等を内容とする「国民年金法等の一部を改正する法律」が、第１５９回国会で成立（厚生労働省　16年6月成立、16年10月より順
次施行）

・介護分野における良好な雇用機会の創出と労働力確保を支援するため、介護雇用創出助成金を支給（厚生労働省）

12年度

・痴呆性高齢者等判断能力が不十分な者が自立した地域生活が送れるよう、地域福祉権利擁護事業に
おける日常的金銭管理サービスに係る郵便貯金の払戻し等の円滑な取扱いの実施。

・確定拠出年金法施行（厚生労働省　13年10月～　個人型については14年1月施行）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

13年度

　21世紀の本格的な少子・高齢社
会の到来を踏まえ、今後とも信頼
できる年金制度の維持に向けて安
定的な運営を行う。

（２）高齢期の所
得保障

③自助努力による資産形成等の
促進

  ゆとりある老後生活に資するた
め、介護貯金、財形年金定額貯金
などの各種金融・保険サービス等
の充実を通じて生活の安定のため
の自助努力を支援する。
  また、平成12年に導入された、
財産管理・身上監護のためのシス
テムである成年後見制度を一層活
用することを通じて，高齢期にお
ける資産の有効活用を図る。

  既存の確定給付型の企業年金等
に加え、新たな選択肢として、確
定拠出年金の導入を図る。また、
既存の企業年金についても、受給
権保護等を図る観点から、統一的
な枠組みの下に必要な制度整備を
行う。

　ａ．保険料水準固定・給付水準自動調整の仕組みを採用し、将来の負担の上限を明示すると
　　　ともに、年金を支える力と給付のバランスを取っていく

16年6月末日現在　企業型年金承認規約数　938件、加入者数　約935千人（16年5月末速報値）
　16年6月末日現在　個人型年金加入者数　32,294人

・少子高齢化の急速な進行等の社会経済の状況の変化に対応して、将来にわたって持続可能な安心できる
　制度を確立するため、

14年度
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○年度末保有契約状況

12年度 13年度 14年度

件 数 123,836件 79,017件 38,242件

保 険 金 額 1,881億円 1,235億円 571億円

件 数 87,843件 76,901件 25,719件

保 険 金 額 1,918億円 1,693億円 490億円

件 数 1,920件 1,769件 1,498件

保 険 金 額 43億円 51億円 43億円

件 数 824件 809件 735件

年 金 額 194百万円 191百万円 171百万円

件 数 10,444件 10,439件 10,323件

保 険 金 額 334億円 332億円 328億円

件 数 2,379件 2,301件 2,260件

年 金 額 949百万円 910百万円 890百万円

　財形積立貯蓄保険等の財形商品及び介護保険金付終身保険、介護割増年金付終身年金保険

の契約数は減少傾向。

　ただし、財形年金養老保険は平成15年３月末で販売終了。

①定年の引き上げ、継続雇用制度導入等による65歳までの雇用の確保等

・65歳までの雇用の確保及び高齢者の多様な就業・社会参加の促進（厚生労働省）

・公共職業安定所による事業主への指導・援助（厚生労働省）

定年（６５歳未満のものに限る。）の定めをしている事業主に対し、18年4月から段階的に、65歳までの定年の引上げ、

継続雇用制度の導入又は定年の廃止のいずれかの措置を講じなければならないこと等を内容とする

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律」の成立（16年6月）、施行（18年4月）

・公共職業安定所による事業主への指導・援助（厚生労働省）

少なくとも65歳までの雇用を確保する企業割合

12年度 13年度 14年度 15年度

企業割合（％） 66.7 68.1 68.3 71.8

雇用管理調査より算出

当該指標は、「定年制を有しない企業」、「６５歳以上定年企業」、

「少なくとも６５歳までの勤務延長制度、再雇用制度を有する企業」の割合である。

従業員30人未満規模企業については対象外となっている。

原則として希望者全員について65歳までの雇用を確保する企業割合

12年度 13年度 14年度 15年度

企業割合（％） 25.8 28.0 27.1 28.8

雇用管理調査より算出

従業員30人未満規模企業については対象外となっている。

・シルバー人材センター事業の推進（厚生労働省）

シルバー人材センター会員の就業延人員

12年度 13年度 14年度 15年度

人員（千人日） 51,311 54,865 58,659 63,096

（社）全国シルバー人材センター事業協会調べ

財形積立貯蓄
保険

介護割増年金付
終身年金保険

財形年金養老
保険

当該指標は、希望者全員について、65歳までの雇用を確保する企業の割合である（「定年制を有しない企業」、「65歳以
上定年企業」、「少なくとも65歳までの勤務延長制度、再雇用制度を有する企業のうち、原則として希望者全員を対象と
する企業」のデータを基に算出）

財形住宅貯蓄
保険

  急速な高齢化や年金の支給開始
年齢の引き上げに的確に対応する
ため、65歳までの雇用確保が行わ
れてない事業主に対し、指導及び
援助を行い65歳までの安定した雇
用の確保を図る。
  また、地域に密着した臨時的・
短期的又はその他の軽易な業務に
かかる就業機会を提供するシル
バー人材センター事業を推進し、
高齢者社会参加の促進を図る。

①定年の引き上げ、継続雇用制
度導入等による65歳までの雇用
の確保等

（３）高齢者の社
会参画の促進

財形終身年金
保険

介護保険金付
終身保険
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

②学習機会の整備等 ②学習機会の整備等

・社会教育施設を拠点として高齢者を対象に行われる各種学習機会の提供や　　　　

世代間交流などの事業を支援（文部科学省）。

・地域ＮＰＯとの連携による地域学習活動活性化支援事業の実施（文部科学省　14～15年度）

　　高齢化社会に関する学級・講座開設数

平成14年度 平成15年度

80 96

③高齢者の社会参加活動の促進 ③高齢者の社会参加活動の促進

・介護予防・地域支え合い事業のメニュー事業（厚生労働省）（６（１）イ②再掲）

ア．高齢者自身の取組支援事業

イ．高齢者生きがいと健康づくり事業

ウ．老人クラブ活動等事業

介護予防・地域支え合い事業支給額 （億円） （１６年度は予算ベース）

13年度 14年度 15年度 16年度

417 495 453 400

・「全国高齢者社会参加フォーラム」の開催（文部科学省　6年度～）

④高齢者のスポーツ、レクリエーション活動の支援

・全国健康福祉祭の開催（厚生労働省　昭和63年度～）

開催地、延べ参加人数

13年度 14年度 15年度 16年度

広島県・広島市 福島県 徳島県 群馬県

61万人 51万人 44万人

・総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業（文部科学省　7年度～15年度）（115市区町村で実施）
・総合型地域スポーツクラブ育成推進事業（文部科学省　16年度～）

・「ラジオ体操」及び「みんなの体操」の普及(総務省(郵政事業庁））

　高齢者を含め、広く国民の健康の保持・増進を図るため、「夏期・特別巡回ラジオ体操・

　みんなの体操会」等を通じて、「ラジオ体操」及び「みんなの体操」の普及を行っている。

 （体操会参加人数）

   １２年度　約１９２，０００人

　 １３年度　約１７８，０００人

　 １４年度　約１８４，０００人

⑤広報・啓発活動の推進 ⑤広報・啓発活動の推進

介護予防・地域支え合い事業支給額 （億円） （１６年度は予算ベース）

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度

417 495 453 400

・高齢者自身の取組支援事業（介護予防・地域支え合い事業のメニュー事業）（厚生労働省　12年度）（６（３）③再掲）

  総合型地域スポーツクラブの全
国展開等、高齢者のスポーツ・レ
クリエーション活動の支援を促進
する。

④高齢者のスポーツ、レクリ
エーション活動の支援

  高齢者の学習活動を通じた社会
参加を促進するための方策につい
ての調査研究等を推進する。ま
た、世代間の理解を促進するため
の各種の交流事業等を推進するこ
とのほか、地域高齢者の自主的な
組織である老人クラブの活動への
支援を行う。

  高齢者の学習要求にこたえ、高
齢者に生きがいのある充実した生
活を実現するため、高齢者を対象
とした学習機会の提供を図る。特
に、高齢者等の職業的な知識や技
術の向上に資するため能力開発に
関する学習機会についての情報の
提供に努める。

・地方公共団体との共催による「心豊かな長寿社会を考える国民の集い」を開催し、社会参加活動等事例紹介事業を実施（内閣
府）
・今後の高齢社会対策の効果的な推進を図るため、高齢社会研究セミナーを開催(内閣府）
     ①国民の集い
        13年度：約2,700人が参加、14年度：約1,000人が参加、15年度：約1000人が参加
     ②セミナー
        13年度：164名が参加、14年度：220名が参加、15年度：225名が参加、16年度：234名が参加

  高齢者が、年齢にとらわれるこ
となく、他の世代とともに社会を
支える重要な一員として活躍でき
るよう、高齢者の積極的な社会参
加を促進するための広報・啓発を
行う。

・保健体育審議会における答
申を踏まえ、「スポーツ振興
基本計画」が策定され、２０
１０年（平成２２年）まで
に、全国の各市区町村に、少
なくとも１つは総合型地域ス
ポーツクラブを育成すること
とされた。（文部科学省　12
年9月）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

①総合的な障害者施策の推進 ①総合的な障害者施策の推進

16年度予算

（千円）

年度 13年度 14年度 15年度 16年度

実施箇所数 50都道府県・指定都市 全都道府県・指定都市 全都道府県・指定都市 全都道府県・指定都市

①高齢者等の自立を容易にする社会基盤の整備

・バリアフリー対応型信号機の整備（警察庁　５（１）ア⑦に前掲） 

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：基）  

12年度末 3,047 804 10,584 811 －

13年度末 3,381 840 11,083 1,010 －

14年度末 4,211 926 12,012 1,315 －

15年度末 4,603 993 12,716 1,433 461

・その他の道路交通環境の整備（警察庁　５（１）ア⑦に前掲）

・電動車いすの安全利用に関する指導・教育プログラムの研究開発（警察庁　14年度）

・電動車いすの安全利用に関するモデル事業（警察庁　15年度）

・交通対策本部において、多
様なライフスタイルを可能と
する高齢期の自立支援を推進
するなどの新しい考え方を取
り入れた高齢社会における交
通安全対策（「本格的な高齢
社会への移行に向けた総合的
な高齢者交通安全対策につい
て」）を決定。（15年3月）

　死傷事故発生割合が高い796地区を「あんしん歩行エリア」として指定した上、都道府県公安委員会と道路管理者が連携
して面的かつ総合的な事故抑止対策を推進

　高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者等感応信号機等の
バリアフリー対応型信号機の整備等を推進

高齢者等感応信
号機

歩行者感応信号
機

視覚障害者用付
加装置

音響式歩行者誘
導付加装置

歩行者支援装置

・バリアフリーに関する関係
閣僚会議で決定された「バリ
アフリー化推進要綱」におい
て、「関係府省が一体となっ
て、ハード・ソフト両面にわ
たる社会のバリアフリー化の
ための施策を強力に推進す
る」こととされた。（16年6
月）

・バリアフリーに関する関係
閣僚会議で決定された「バリ
アフリー化推進要綱」におい
て、「高齢者、障害者等全て
の人々が日常生活や社会参加
を行う上で、建築物、交通機
関、歩行空間等の生活基盤に
いて バリアフリ 化され

　電動車いす利用者に対する交通安全教育に活用することを目的として、電動車いす利用者や他の交通参加者の安全を確
保する上で必要な事項やマナー等をまとめた手引き（指導者用・利用者用）を作成

　全国８箇所をモデル地区に指定し、電動車いすの安全利用に関する指導者を育成するとともに、参加・体験・実践型の
交通安全教育を実施し、今後の電動車いすの安全利用に関するとりまとめ及び広報啓発活動を実施

・あんしん歩行エリアの整備（警察庁及び国土交通省　15年度～19年度　５（１）ア⑦に前掲）

　その他、高齢者等が安全・安心に通行することができるよう、歩車分離式信号の運用、信号灯器のＬＥＤ化、道路標
識・道路標示の大型化・高輝度化等を推進

・身体障害者補助犬の育成や視聴覚障害者の情報・コミュニケーション支援事業の推進を図るなど、障害者の社会参加推進のため
の事業を総合的に推進（厚生労働省）

・障害者基本計画に沿って、同基本計画の前期5年間（15年度～19年度）の施策・目標等を具体的に定める重点施策実施5か年計画
（新障害者プラン）に基づき、地域生活を支援するための在宅サービスの充実、住まいや活動の場の確保、精神障害者保健医療福
祉施策の総合的な実施等を着実に推進（厚生労働省）

287,118,42660,187,780

居宅生活支援費 施設訓練等支援費

・障害者自らがサービスを選択して利用する支援費制度を円滑に施行するため、ホームヘルプサービスなどの各種の居宅生活支援
及び更生施設、授産施設などの施設訓練等支援に必要な経費を確保（厚生労働省　15年度～）

（５）高齢者等の
自立を容易にする
社会基盤の整備

①高齢者等の自立を容易にする
社会基盤の整備

　高齢者、障害者を含むすべての
男女が安全で快適な社会生活を送
れるよう、ハード面、ソフト面を
含めた社会全体のバリアフリー化
を効果的かつ総合的に推進するた
め、高齢者等の自立を支援する医
療・福祉関連機器等の開発・普
及・評価基盤の整備、高齢者等が
情報を得やすい情報通信関連機
器・システムの開発、高齢者等に
やさしい住まいづくり、まちづく
り、交通機関、道路交通環境など
高齢者等が自立しやすい社会基盤
の整備を推進する。

（４）障害のある
者への配慮の重視   障害者基本法に基づく障害者基

本計画に従い、障害のある人々に
対するサービスの整備、障害のあ
る人々が社会生活を送る上で直面
する物理的な障壁、制度的な障
壁、文化・情報面での障壁及び意
識上の障壁等の除去に向けて、障
害のある女性のニーズへの対応に
配慮しつつ、各種施策を計画的に
推進する。

・「重点実施5か年計画」（15
～19年度）の策定（14年12月)

・閣議決定された障害者基本
計画（15～24年度）におい
て、各種施策を計画的に推進
していくこととされ、
　・利用者本位の考え方に
立って、個人の多様なニーズ
に対応する生活支援体制の整
備、サービスの量的・質的充
実に努め、全ての障害者に対
して豊かな地域生活の実現に
向けた体制を確立する
　・ＩＴ（情報通信技術）の
活用により障害者の個々の能
力を引き出し、自立・社会参
加を支援するとともに、障害
によりデジタル・ディバイド
が生じないようにするための
施策を積極的に推進する
とされている。（14年12月）

・障害者のＩＴ利用による情報バリアフリーに積極的に取組むため、障害者ＩＴサポートセンターを整備し、障害者ＩＴ総合推進
事業を実施。また、 その中で障害者が障害をもたない者と同様に情報機器を使用するために必要な機器等の購入に要する費用の一
部を助成する「障害者情報バリアフリー化支援事業」を13年度より開始（厚生労働省）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

 ・障害者等ＩＴバリアフリープロジェクト(経済産業省　15年～18年）

・高齢者・障害者等用情報通信機器等開発事業（経済産業省　12年～14年）

※ １４年度においては事業名称を「障害者等用情報通信機器等開発事業」に変更

１２－１４年度事業進捗状況

１２年度 １３年度 １４年度

応募件数 120 114 81

採択件数 14 14 8

製品化件数 8 9 4

※　製品化件数については16年6月現在。

※　目標は７割以上（現状58,3%）の製品化であるが、製品化準備段階の企業もあり、今後目標に近づくと思われる。

・中心市街地等中小商業活性化施設整備事業　　（経済産業省　１１年度～）

　※実績：施設整備の一部であるため、高齢者等に関する実績は把握不能

・中小商業活性化総合補助事業　　（経済産業省　１１年度～）

　※実績：施設整備の一部であるため、高齢者等に関する実績は把握不能

・福祉用具実用化開発推進事業（経済産業省　5年～）

13－15年度事業進捗状況 （16年3月現在）

１３年度 １４年度 １５年度

応募件数 129 121 115

採択件数 10 10 5

製品化件数 10 5 3

※　製品化件数には、平成１１年度以前の終了事業者も含む。

（参考）５－15年度終了事業者の実績

応募件数 終了者件数 製品化件数

事業者数 1275 126 64

※　目標年度に達成している事業者（１１年度以前終了事業者）の

　　製品化率65.4%（53/81件）

※　　16年3月までの収益納付件数８件、収益納付額8,905千円

・公共交通機関のバリアフリー化の推進（国土交通省）

12年度 13年度 14年度 15年度

鉄道駅 28.6% 32.9% 39.0% 43.9%

バスターミナル 60.0% 68.2% 71.1% 集計中

旅客船ターミナル 33.3% 37.5% 55.6% 75.0%

航空旅客ターミナル 5.0% 9.5% 18.2% 集計中

1日あたりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設のうち段差解消がなされている旅客施設

・閣議決定された「少子化社
会対策大綱」において、「妊
婦、子ども及び子ども連れの
人への配慮が行き届いた子育
てバリアフリーの観点から、
建築物、公共交通機関及び公
共施設等の生活環境について
ハード・ソフト両面にわたる
バリアフリー化を推進する」
とされた。（16年6月）

・閣議決定された「高齢社会
対策大綱」において、「住宅
は生活の基盤となるものであ
ることから、生涯生活設計に
基づいて住宅を選択すること
が可能となる条件を整備し、
生涯を通じて安定したゆとり
ある住生活の確保を図る。そ
のため、居住水準の向上を図
り、住宅市場の環境整備等を
推進するとともに、親との同
居、隣居等の多様な居住形態
への対応を図る。また、高齢
期における身体機能の低下に
対応し自立や介護に配慮した
住宅及び高齢者の入居を拒否
しない住宅の普及促進を図る
とともに、福祉施策との連携
により生活支援機能を備えた
住宅の供給を推進する。」
「高齢者等すべての人が安
全・安心に生活し、社会参加
できるよう、自宅から交通機
関、まちなかまで、ハード・
ソフト両面にわたり連続した
バリアフリー環境の整備を推
進する。」とされた。（13年
12月）

※　補助事業終了後３年経過時点での製品化率50%を目標としているため、今後製品化件数が増加すると思われる。

障害者等の安全で円滑な移動を支援する情報通信機器・システムの互換性・相互運用性を確保するため、障害者等が共通
に利用でき、かつ、障害者等にとって使いやすい利用者端末としてPDAを用いた移動支援システムの開発及びその実証・評
価実験を実施

ついて、バリアフリー化され
た環境を形成することが必要
であり、バリアフリー化され
たまちづくり（ハード面）と
これを利用しやすい状況づく
り（ソフト面）の双方を進め
ていくことが重要である。」
とされた。（16年6月）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

・視覚障害者誘導用ブロックの設置

12年度 13年度 14年度 15年度

鉄軌道駅 57.7% 64.8% 72.6% 集計中

バスターミナル 47.6% 54.5% 57.8% 集計中

旅客船ターミナル 33.3% 37.5% 44.4% 50.0%

航空旅客ターミナル 31.8% 33.3% 36.4% 45.0%

1日あたりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設のうち視覚障害者誘導用ブロックの

設置がなされている旅客施設

・交通機関における車両等のバリアフリー化の推進(国土交通省)

12年度 13年度 14年度 15年度

鉄軌道車両 10.1% 14.8% 19.4% 集計中

バス車両

　・低床バス 4.9% 8.8% 13.9% 集計中

　・ノンステップバス 2.2% 3.9% 6.6% 集計中

旅客船 0.0% 0.2% 2.1% 4.4%

航空機 1.0% 12.5% 24.5% 32.1%

・心のバリアフリーの推進（国土交通省）

　－交通バリアフリー教室の開催等交通バリアフリー化の総合的な推進

・住宅・建築物のバリアフリー化の推進（国土交通省）

　－新設の公共賃貸住宅における高齢者等に配慮した仕様の標準化

　－（公営住宅：3年度～　都市機構住宅：3年度～　公社賃貸住宅：7年度～）

　－既設の公営住宅、都市機構住宅について、高齢者等の利用に配慮した改善

　－住宅金融公庫融資におけるバリアフリー住宅に対する優遇措置（3年度～）

　－「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律

　　（ハートビル法）」の一部改正（15年4月施行）

　－人にやさしいまちづくり事業（6年度～）

・高齢者の居住の安定確保に関する法律の制定（国土交通省　平成13年4月6日法律第26号）

　－高齢者向け優良賃貸住宅の供給（10年度～（13年より法律に基づく制度として実施））

　－高齢者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度・閲覧制度、滞納家賃債務保証制度

　－「高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針」（13年8月策定・公表）

　－「高齢者が居住する住宅の設計に係る指針」（13年8月策定・公表）

・公共賃貸住宅の整備や市街地住宅整備における社会福祉施設等との一体的整備の推進（国土交通省）

・高齢者等の生活特性に配慮した高齢者世帯等向けの公営住宅等の整備と生活援助員（ライフサポート
　アドバイザー）による生活支援サービスの提供を併せて行うシルバーハウジング・プロジェクトの実施
　（厚生労働省、国土交通省　昭和62年度～）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

・歩行空間のバリアフリー化（国土交通省）

　　歩道の段差、勾配の改善等歩行空間のバリアフリー化を推進。

　　1日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設の周辺等の主な道路のバリアフリー化の割合が、

　　17%（14年度）から25%(15年度）に向上

・河川空間のバリアフリー化（国土交通省）

　　高齢者、障害者、子ども等を含む全ての人々が安心して河川を訪れ、憩い楽しめる河川空間を創出する

　　ため、河川空間のバリフリー化を推進

・官庁施設のバリアフリー化の推進（国土交通省）

７年度 12年度 14年度末 15年度末 19年度末目標

約55％ 約61％ 約63％ 約64％ 約66％

　　　　歩いて行ける範囲の公園の整備率

　　　※「歩いて行ける範囲の公園の整備率」：おおむね1km以内に街区公園、近隣公園及び地区公園が整備された割合

　　高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動円滑化の促進に関する法律に基づき、

　　高齢者、障害者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できるよう、窓口業務を行う事務室の出入口の

　　自動ドア化、多機能トイレの設置等による高度なバリアフリー化を目指した官庁施設の整備を推進

・都市公園等のバリアフリー化の推進（国土交通省）
　　　少子高齢化社会に対応し、誰もが健康で快適な生活が過ごせるよう、遊びやスポーツ、休息、
　　　コミュニティ形成等の様々な役割を担う都市公園等の整備や園路、トイレ等の公園施設の
　　　バリアフリー化を推進
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